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Ⅳ 産業を取り巻く社会情勢 

１ 機会（チャンス）とすべき社会情勢 

(1) 「食」の安全・安心、健康志向の高まり、日本食ブーム 

近年、食品の産地偽装や農薬残留問題、食料自給率の低下など「食」の安全・安心への志向

が高まるとともに、健康的な食生活への志向も高まっています。 

また、「和食 日本人の伝統的な食文化」が世界無形文化遺産に登録されたことにより、日本

食が健康的で理想的な食生活スタイルとして注目され、日本食レストランが世界中に広がるな

ど日本の食文化への関心がますます高まっています。 

こうしたことは、本市の豊かな自然環境の中で生産される 1 次産品の強みを再構築し、豊富

な食材や加工品の供給地、魅力ある「食」のまちとして売り出していくチャンスといえます。 
 

(2) 自然回帰志向、農林水産業への関心の高まり 

成熟社会への転換期を迎え、人々の価値観やライフスタイルが多様化し、「物の豊かさ」から

「心の豊かさ」を求める人が増えてきている中、自然回帰志向により、自然の中での交流・体

験を目的とした観光ニーズが高まっています。 

また、「いなか暮らし」や「スローライフ」への関心の高まりなどから、本市への移住希望者

が増加しているとともに、魅力とやりがいのある職業として農林水産業への関心も高まってお

り、産業、地域の担い手として参入意欲のある若者も増えつつあります。 
 

(3) 環境との共生 

地球温暖化や東日本大震災・原発事故などにより、環境や省エネルギー・再生可能エネルギ

ー、防災への関心が高まるとともに、個人、企業、地域などそれぞれの立場から環境問題や防

災への積極的な取組みが求められています。 

特に企業においては、社会的責任（CSR）や社会貢献という視点に加え、企業イメージ、競

争力を高める収益動機として、環境を結びつける動きが広がっています。 

こうした中、清流四万十川や全国有数の森林資源など有する本市への注目度は高く、環境を

産業振興に結びつけていける可能性は高いと考えられます。 
 

(4) 情報化社会の進展 

ＩＣＴ（情報処理・通信技術）の進歩により、インターネットなどの情報通信手段が発達し、

広く一般社会に浸透する中で、人・物・情報の交流が飛躍的に進展し、人口が集中する大都市、

大消費地から遠い地方においても、必要な情報を必要なときに発信・収集できる基盤が整って

きています。 

こうした中、豊かな自然環境、住環境など、地方ならではの環境を利点とし、地方にサテラ

イトオフィスを置く企業やコンタクトセンターなど地方で事業展開を図る企業も増え、国でも

政府関係機関を地方に移転する動きがでています。 

また、人口減少による担い手不足等を補うため、各産業分野で最先端技術を活用し、AI（人

口知能）によるビッグデータの解析、RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）に

よる自動化、IｏT（モノのインターネット）による情報収集・省力化などが進められており、国

全体が Society5.0 の実現に向けて動き始めています。 
 

(5) 大学、金融機関の地域貢献 

各大学では、地域や民間との連携を促進する専門の機関や学部を設け、それぞれの得意分野
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や最先端の研究活動を実用化につなげるとともに、地域に入り協働による課題解決や専門人材

の育成に取り組むなど、地域を志向した教育・研究・社会貢献活動が活発になっています。 

また、金融機関においても、自治体と「産業振興にかかる包括協定」を締結するとともに、

地域密着型金融機関としてのノウハウを活かした様々なサポートにより地域活性化、産業振興

に貢献しようとする動きが活発になっています。 

 

2 脅威になる社会情勢 

(1) 経済のグローバル化と不透明な情勢 

国境を越え世界規模で人・物・金が移動し、経済のグローバル化が進んでいます。 

そのため、原油価格や資源価格の高騰、金融不安、貿易摩擦などをはじめとする世界情勢が、

少なからず日本にも波及する状況にあり、直接的に身近な産業、生活に影響を及ぼしつつあり

ます。 

日本経済は回復しつつあると言われる一方で、世界経済が不安定な中、日本経済への様々な

影響が懸念され、不透明な情勢は続くと考えられます。 
 

(2) 自由貿易の拡大 

日本ではこれまで、世界の貿易ルールを決める WTO（世界貿易機関）での交渉では、先進国

と途上国が対立し停滞するため、様々な国や地域と２国間での自由貿易協定（FTA）や経済連

携協定（EPA）を行ってきましたが、201８年 12 月 30 日には、アジア太平洋地域 11 か国

で「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定」（TPP11）が発行されまし

た。 

こうした貿易自由化の流れは加速しており、関税の撤廃により安い農作物（米など）が流入

し、日本の農業に大きなダメージを与えるなど、国内産業に大きな影響を及ぼすことが危惧さ

れます。 
 

(3) 地域間競争の激化 

超高齢化・人口減少社会を迎え、国内市場が縮小していくことが懸念される中、インターネ

ットなどのＩＣＴ（情報処理・通信技術）や物流の進歩は、人・物・情報の交流の飛躍的な進

展をもたらした一方で、全国の地域との市場争奪戦を生み、地域間競争を激化させています。 

このため、地域のブランド化や一次産品の高付加価値化などによる他地域との差別化と情報

発信や販売（外商）の強化など、集客と販路拡大に向けた取組みが求められています。 

 


